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環境研究総合推進費補助金 次世代事業 総合技術開発報告書概要 

 

 

研究課題名：新燃焼方式を採用した高性能・低コスト型ストーカ炉の開発 

研究番号 ：３Ｊ１２２００１ 

 

総事業費：   １３５,７９０,０８４円（平成２４年度～平成２５年度の総計） 
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研究期間：  平成２４年７月２７日～平成２６年３月３１日 

 

研究代表者名： 中山 剛（ＪＦＥエンジニアリング株式会社） 

   

研究分担者：   

 

 

 

事業の目的 

 廃棄物発電の発電効率向上のためには、焼却炉の空気比（供給空気量／理論空気量）を低減すること

により排ガス持出し顕熱を削減することが重要である。既存のストーカ炉は空気比 1.6 程度の運転が標

準的で、最近では空気比 1.3 程度で運転する新設炉が見受けられるが、更なる空気比低減と厳しい条件

化で安定燃焼を達成する技術が求められている。本事業においては、幅広いごみ質、処理規模に対応可

能な新燃焼方式をストーカ炉に採用し、空気比 1.2 以下での低空気比安定燃焼を実証することを目標と

する。さらに、新燃焼方式採用に伴う炉形状の大幅な改善により、既存のストーカ炉に対し炉容積の 30％

削減による低コスト化を目指す。 

これまでに実機既存炉の燃焼状況について数値シミュレーション計算を実施し、計算の妥当性評価を

完了している 1)。したがって本事業において実証を行えば、既に確立した計算手法により実機へのスケ

ールアップは可能である。実用規模としては 100 トン／日・炉規模の小型炉から 700 トン／日・炉規模

の大型炉まで対応可能であり、国内のみならず海外の大規模処理にも貢献できる。 

 

開発した技術の詳細 

 従来のストーカ炉は空気比 1.6 程度での運転が標準的であったが、近年では空気比低減により排ガス

持出し顕熱を削減し、高効率発電を指向した炉が稼動を開始している。当社においても、空気比 1.3 に

おける低空気比燃焼を達成している。ただし、従来炉と同様の炉容積が必要で、これが低コスト化の阻

害要因となっている。 

新燃焼方式の採用による低空気比安定燃焼メカニズムについて説明する。火格子から供給する燃焼用

空気により廃棄物が燃焼する領域に、ストーカ炉上面に設けたノズルより燃焼用空気を供給することで、

上下のガス流れの衝突領域に、平面火炎を定在化させる。既存のストーカ炉では、廃棄物の性状等によ
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り炉内の燃焼状況が時々刻々変化するが、所定量の燃焼用空気を上方から供給することで、炉水平方向

全面に渡る燃焼の均一化が達成され、低空気比安定燃焼が可能となる。また、燃焼用空気を上方より供

給し、燃焼安定化を達成することで炉容積の削減が可能となる。 

 これまでに実機既存炉に対し数値シミュレーション計算を実施し、計算の妥当性評価を完了している

1)。新燃焼方式適用領域の数値シミュレーション計算も終了しており、小規模の実証試験において新燃

焼領域の検証ができれば、既に確立した計算手法により、実機へのスケールアップは可能である。 

 上記目標を実証する目的で、処理規模 3トン／日の実証試験機を設計・製作し、性能を実証した。実

証試験機の概観写真を図 1に、主仕様を表 1に示す。 

 

図１．実証試験機概観写真 

 

試験機の特徴としては、上部からの空気吹込みの影響を把握できるように、5段×2列の計 10本の空

気吹き込み口を炉の上部に配置した。さらに、処理量が少ないために空気のリークが燃焼に及ぼす影響

が大きいことが考えられたため、各部でシール性を保てるような構造とした。 

実証試験に使用する試料は、RDF に水分、野菜くず等を添加して一般ごみ相当の水分濃度、低位発熱

量になるように調整した。 

上記、調湿 RDF を投入して、実証試験機の運転に必要な、給じん装置、燃焼装置の調整、各種通風設

備の送風流量調整等を実施し、本試験に向けて実証試験機の運転条件を把握した。 
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表１．実証試験機主仕様 

設置場所 ＪＦＥエンジニアリング株式会社 鶴見製作所内 

処理規模 ３ｔ／ｄ（１２５ｋｇ／ｈ） 

基数 １基 

供給設備 バケットエレベータ 

燃焼設備 新燃焼方式を採用したストーカ式焼却炉 

（ 炉幅 0.6m × 炉長 2m ） 

排ガス冷却設備 ガスクーラ（水噴射）および熱交換器 

排ガス処理設備 バグフィルタ、乾式脱塩（活性炭混合消石灰吹込み） 

通風設備 押込送風機、二次送風機、高温空気送風機、排ガス再循環送風機、誘

引通風機、排ガス冷却用送風機 

電気計装設備 データ処理装置 

 

また、炉内燃焼状況を観察した結果、本ストーカ炉の特徴である、炉上部からの空気吹込みにより、

ごみ層直上に火炎が定在する状態が確認できた。 

 本試験においては、炉内容積を 30％以上削減させた炉形状において、空気比 1.3 以下で、脱硝前の NOx

濃度を 30ppm（12％O２換算）程度に低減可能なことを実証した。排ガス組成の経時変化を図２に、この

間の平均値を表２に示す。 

 

 図２．排ガス組成経時変化 

 

 表２．排ガス組成平均値 

 

 

O2 4.8 % （λ ＝1.3）

CO 1.1 ppm-12%O2

NOx 29.5 ppm-12%O2
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開発した技術がもたらす効果 

 本事業により新燃焼方式を採用したストーカ炉の実証ができれば、高性能かつ低コストのストーカ炉

を導入可能であり、廃棄物発電の大幅な普及が期待できる。 

 また施設全体に及ぼす効果として、空気比 1.2 以下の低空気比化による排ガス持出し顕熱の低減に加

えて、安定燃焼達成による NOx 排出濃度の低減が期待できる。従来使用している触媒脱硝塔を使用せず

に無触媒脱硝のみで NOx 排出基準値以下に抑制できるため、脱硝プロセスに関わる低コスト化とともに、

触媒脱硝に使用する排ガス加熱用蒸気を発電に使用することで、発電量の 10％向上が期待できる。更に

炉容積の削減に伴い、建屋の高さも低減可能で、低コスト化に加え景観向上にも有効である。 

 また、本事業により開発するストーカ炉は、炉上方から燃焼用空気を供給する新燃焼方式の採用によ

り、700 トン／日・炉規模の大型炉まで容易にスケールアップ可能である。 

 したがって、海外における大規模処理にも対応可能であり、国内のみならず海外においても国内発信

の高性能かつ低コストなストーカ炉として、普及が期待できる。 

  

環境政策への貢献 

 実証試験機を設計･製作し、実証試験を実施した。 

その結果、本事業の特徴である炉上部からの空気供給により、ごみ層直上に火炎が定在する状態が確認

できた。これは、燃焼の安定化に寄与すると考えられる。 

実証試験において、炉内容積を 30％以上削減させた炉形状において、空気比 1.3 以下で、脱硝前の NOx

濃度を 30ppm（12％O２換算）程度に低減可能なことを実証した。 

NOx 濃度の基準値については各自治体により自主規制値が設けられる場合がほとんどで、50ppm（12％

O2換算）を採用している場合が多い。本方式の採用により、基準値が 50ppm（12％O2換算）であれば、

触媒脱硝装置を設置する必要はなく、バックアップとしての無触媒脱硝装置のみで対応可能である。し

たがってこれまで触媒脱硝の排ガス再加熱に使用していた蒸気を発電に使用する事ができるため、発電

量の 10％向上が期待できる。 

主灰・飛灰の熱灼減量は広範囲のごみ質の実験条件に関わらず、1％を大幅に下回っており、固体の燃

焼も十分に安定していることが示された。 

また、DXN 類濃度も主灰で 0.0000051ng-TEQ/g、飛灰で 0.37ng-TEQ/g と十分に低減できていることが

確認できた。 

 

開発した技術の事業化の可能性 

 本事業により開発したストーカ炉は、性能向上とともに炉容積削減が可能である。したがって、事業

化を実施する場合には、発電効率向上による売電収入の増加と設備費低減が見込めるため、高性能かつ

低コストなストーカ炉として、普及が期待できる。 

 さらに図３に示すように、大型化が容易な炉構造を採用することで、国内のみならず海外の大規模処

理にも対応可能であり、国内発信の技術を海外展開するのに適している。 
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図３．大型化のイメージ 

 

 

 

 

従来の燃焼

空 気

平面火炎

ごみ層
空 気

モジュール
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１．事業の目的 

  

 廃棄物発電の発電効率向上のためには、焼却炉の空気比（供給空気量／理論空気量）を低減すること

により排ガス持出し顕熱を削減することが重要である。既存のストーカ炉は空気比 1.6 程度の運転が標

準的で、最近では空気比 1.3 程度で運転する新設炉が見受けられるが、更なる空気比低減と厳しい条件

化で安定燃焼を達成する技術が求められている。本事業においては、幅広いごみ質、処理規模に対応可

能な新燃焼方式をストーカ炉に採用し、空気比 1.2 以下での低空気比安定燃焼を実証することを目標と

する。さらに、新燃焼方式採用に伴う炉形状の大幅な改善により、既存のストーカ炉に対し炉容積の 30％

削減による低コスト化を目指す。 

これまでに実機既存炉の燃焼状況について数値シミュレーション計算を実施し、計算の妥当性評価を完

了している 1)。したがって本事業において実証を行えば、既に確立した計算手法により実機へのスケール

アップは可能である。実用規模としては 100 トン／日・炉規模の小型炉から 700 トン／日・炉規模の大

型炉まで対応可能であり、国内のみならず海外の大規模処理にも貢献できる。 

 

２．開発した技術の詳細 

  

 従来のストーカ炉は空気比 1.6 程度での運転が標準的であったが、近年では空気比低減により排ガス

持出し顕熱を削減し、高効率発電を指向した炉が稼動を開始している。当社においても、空気比 1.3 に

おける低空気比燃焼を達成している。ただし、従来炉と同様の炉容積が必要で、これが低コスト化の阻

害要因となっている。 

新燃焼方式の採用による低空気比安定燃焼メカニズムについて説明する。火格子から供給する燃焼用

空気により廃棄物が燃焼する領域に、ストーカ炉上面に設けたノズルより燃焼用空気を供給することで、

上下のガス流れの衝突領域に、平面火炎を定在化させる。既存のストーカ炉では、廃棄物の性状等によ

り炉内の燃焼状況が時々刻々変化するが、所定量の燃焼用空気を上方から供給することで、炉水平方向

全面に渡る燃焼の均一化が達成され、低空気比安定燃焼が可能となる。また、燃焼用空気を上方より供

給し、燃焼安定化を達成することで炉容積の削減が可能となる。 

 これまでに実機既存炉に対し数値シミュレーション計算を実施し、計算の妥当性評価を完了している

1)。新燃焼方式適用領域の数値シミュレーション計算も終了しており、小規模の実証試験において新燃焼

領域の検証ができれば、既に確立した計算手法により、実機へのスケールアップは可能である。 

 上記目標を実証する目的で、処理規模 3トン／日の実証試験機を設計・製作し、性能を実証した。実

証試験機の概観写真を図２－１に、主仕様を表２－１に示す。 

試験機の特徴としては、上部からの空気吹込みの影響を把握できるように、5段×2列の計 10本の空

気吹き込み口を炉の上部に配置した。さらに、処理量が少ないために空気のリークが燃焼に及ぼす影響

が大きいことが考えられたため、各部でシール性を保てるような構造とした。 

 実証試験に使用する試料は、RDF に水分、野菜くず等を添加して一般ごみ相当の水分濃度、低位発熱量

になるように調整した。 

上記、調湿 RDF を投入して、実証試験機の運転に必要な、給じん装置、燃焼装置の調整、各種通風設

備の送風流量調整等を実施し、本試験に向けて実証試験機の運転条件を把握した。 

本文 
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 本システム性能実証のため実証試験において、燃焼状況を判断するためのガス組成分析、主灰・飛灰

の分析を実施した。排ガス組成平均値のまとめを表２－２に、主灰熱灼減量を表２－３に、DXN 類測定結

果を表２－４に示す。 

その結果、固体の燃焼も安定した状態を保ちながら、広範囲のごみ質範囲において低 NOx の運転が可

能であることが分かった。 

 
図２－１．実証試験機概観写真 

 

表２－１ 実証試験機主仕様 

設置場所 ＪＦＥエンジニアリング株式会社 鶴見製作所内 

処理規模 ３ｔ／ｄ 

基数 １基 

供給設備 バケットエレベータ 

燃焼設備 新燃焼方式を採用したストーカ式焼却炉 

（ 炉幅 0.6m × 炉長 2m ） 

排ガス冷却設備 ガスクーラ（水噴射）および熱交換器 

排ガス処理設備 バグフィルタ、乾式脱塩（活性炭混合消石灰吹込み） 

通風設備 押込送風機、二次送風機、高温空気送風機、排ガス再循環送風機、誘

引通風機、排ガス冷却用送風機 

電気計装設備 データ処理装置 
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表２－２ 排ガス組成平均値 

 
 

表２－３ 主灰熱灼減量 

 
 

表２－４ ＤＸＮ類測定結果 

主灰 ０．０００００５１ｎｇ－ＴＥＱ／ｇ 

飛灰 ０．３７ｎｇ－ＴＥＱ／ｇ 

  

基準ごみ
（１０．５ＭＪ／ｋｇ）

高質ごみ
（１３．８ＭＪ／ｋｇ）

低質ごみ
（７．１ＭＪ／ｋｇ）

O2 ％ ４．8 ４．５ ６．３

CO ppm-12%O2 １．１ ０．１ ０．０

NOx ppm-12%O2 ２９．５ ４２．８ ２１．６

基準ごみ
（１０．５ＭＪ／ｋｇ）

高質ごみ
（１３．８ＭＪ／ｋｇ）

低質ごみ
（７．１ＭＪ／ｋｇ）

熱灼減量（％） ０．１ ０．１ ０．２
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３．実証試験 

 

3-1．実証試験機の設置場所等 

  

実証試験機はＪＦＥエンジニアリング株式会社鶴見製作所構内に設置した。雨水による汚染水の漏洩

等を防止するために、屋外設置とはせず、建屋内に納める構造とした。 

 

3-2．実証試験機の設計・製作 

 

弊社鶴見製作所構内に、処理量 3t/d（125kg/h）の実証試験機を設計・製作した。実証試験機の概観

写真を図３－１に、主仕様を表３－１に、フローを図３－２に、焼却炉の断面図を図３－３に示す。 

 

図３－１．実証試験機概観写真 

 

 

 

 

 

 



 

 

10 

 

表３－１ 実証試験機主仕様 

設置場所 ＪＦＥエンジニアリング株式会社 鶴見製作所内 

処理規模 ３ｔ／ｄ（１２５ｋｇ／ｈ） 

基数 １基 

供給設備 バケットエレベータ 

燃焼設備 新燃焼方式を採用したストーカ式焼却炉 

（ 炉幅 ０．６ｍ × 炉長 ２ｍ ） 

排ガス冷却設備 ガスクーラ（水噴射）および熱交換器 

排ガス処理設備 バグフィルタ、乾式脱塩（活性炭混合消石灰吹込み） 

通風設備 押込送風機、二次送風機、高温空気送風機、排ガス再循環送風機、 

誘引通風機、排ガス冷却用送風機 

電気計装設備 データ処理装置 

 

3-2-1．ごみの動き 

バケットエレベータに手投入されたごみは、プラント上方に垂直搬送され、投入ホッパ内へ落下する。

投入ホッパ内に一旦貯留されたごみは、2段のナイフゲート弁を交互開閉動作することにより、焼却炉

の気密性を確保したまま、炉内へ供給される。給じん装置内に充填されたごみは、給じんプッシャーの

往復動作により定量的に火格子上に切り出される。 

火格子上のごみは、火格子の往復動作により攪拌されながら移送される。火格子内部を通じて供給さ

れる燃焼用空気および燃焼ガスや炉壁からの輻射熱により、ごみは乾燥・燃焼する。燃焼残渣（灰）は

火格子下流端まで移送された後、主灰シュートへ落下する。 

 

3-2-2．落じん及び落下灰の流れ 

給じん装置の往復動作により発生する持ち帰りごみは、給じん装置下部の落じんホッパに落下する。

また、火格子の隙間より落下する灰は、火格子下ホッパに落下する。火格子下ホッパ内の灰は、定期的

に出口のスライドゲート弁の開き、接続されたドラム缶に排出し貯留する。 

 

3-2-3．燃焼ガスの流れ 

焼却炉内で発生した燃焼ガスは二次燃焼室にて完全燃焼された後、ガスクーラへ流入する。ガスクー

ラでの水噴霧により減温された燃焼ガスは、後段の熱交換器（2基）を通過することで更に減温され、

バグフィルタにて除じんされる。除じん後のガスは、誘引通風機（IDF）を経て排気ダクトより屋外へ排

出される。 

 

3-2-4． 供給空気の流れ 

燃焼用空気は、押込送風機（FDF）および燃焼用空気予熱器（EAH1）を経て、火格子先端部の吹出口よ

り焼却炉内へ供給される。風道ダンパの操作により、乾燥・燃焼・後燃焼の 3ゾーンへの空気配分が調

整可能である。 
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二次燃焼用空気は、二次送風機（CDF）から供給され、二次燃焼室入口部のノズルより炉内に吹き込ま

れる。 

焼却炉天井には、高温混合気吹込みノズル（風道ダンパの切替により再循環ガス吹込みも可能）が備

えられている。再循環ガスは、排ガス再循環送風機（RDF）により、バグフィルタ出口の煙道より吸引さ

れ焼却炉内に供給される。また、高温空気送風機（HADF）から供給される空気、および先に述べた再循

環ガスの一部を混合したものが、高温混合気として焼却炉内へ供給される。 
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図３－２．実証試験機フロー図  



 

 

13 

 

 

図３－３．焼却炉断面図 

 

3-2-5．ホッパレベル計 

 ホッパレベル計の位置を図３－４に示す。ホッパシュート内のごみレベルを監視できる様、シュート

部にはマイクロ波式レベルスイッチが 3段（H，M，L）設けられている。本レベルスイッチの ON-OFF の

タイミングにより、現在のごみ供給速度を把握する。また本レベルスイッチ表面はシュート内部に露出

しているため、損傷防止対策として Lレベルの検知時には、給じん装置が自動停止するシーケンスを用

意している。 

 

バケットエレベータ 

投入ホッパ 

給じん装置 

ナイフゲート弁 
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 図３－４．ホッパレベル計位置図 
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3-2-6．給じん装置 

給じん装置の外形図を図３－５に示す。給じん装置は、プッシャー架台、プッシャー本体、各種金物、

駆動装置及びその付属油圧機器より構成されている。 

給じん装置シュート部は、炉立上げ下げ時の熱負荷に耐えられるよう耐火物構造としており、また特に

輻射熱の影響が大きい正面壁は水冷構造としている。ごみの切出（喉）部には、耐火物の摩耗を考慮し、

ごみシュートノーズ金物を配置している。 

プッシャー本体は、油圧ユニットを駆動源とする 1本の油圧シリンダにより往復運動する。プッシャ

ー側面に設置されたプッシャーガイドによりプッシャー本体とのクリアランスを調整することで、プッ

シャー側面へのごみのかみ込みを少なくしている。また前進時のプッシャー浮き上がりを防止するため、

両側面にプッシャー押えを設置している。 

 

 

 図３－５．給じん装置外形図 
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3-2-7．燃焼装置 

 本燃焼装置の外形図を図３－６に示す。焼却炉の燃焼装置は、全 12段の火格子及びそれらの駆動装置

により構成されている。火格子は、ごみの流れ方向に可動式と固定式が交互に配置され、それぞれの火

格子は上向き約 20゜の角度で取付けられている。可動火格子が載せられた可動ガーダは、4箇所の受ロ

ーラにて支持され、連結棒、駆動軸を介し、油圧シリンダにより往復運動する。 

 本焼却炉では耐熱鋳鋼製の中空火格子を採用しており、側面に接続された機内配管より供給される燃

焼空気が、火格子内部を通過し、先端部の吹出孔より炉内へ放出される。 

火格子は、油圧ユニットを駆動源とする 1本の油圧シリンダにより駆動される。 

油圧シリンダストロ―クは、火格子の動作ストロークと同じ 150mm となっており、前進端・後退端は、

近接スイッチにより検知される。 

  

 

図３－６．燃焼装置外形図 
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3-2-8．ガスクーラ水噴霧ノズル 

 熱交換器の入口ガス温度を 450℃以下とするため、ガスクーラにて水噴霧冷却を行う。噴霧装置には

狭角二流体（水と空気）噴霧ノズルを採用することで、ガスクーラ内壁へのダスト付着防止を図ってい

る。    

噴霧水は工水タンクから、工水ポンプにて加圧され、噴霧ノズル内で圧縮空気と混合されガスクーラ

内に噴霧される。また噴霧水量の調整は、ノズル手前の流量制御弁（TCV-030） にて行う。 

 

3-2-9．助燃装置 

 バーナは焼却炉(スタートバーナ)、および二次燃焼室（二次燃焼室バーナ）に設置されており、LPG

を燃料としている。 

 バーナは、耐火物の乾燥焚き時、および試験開始時の耐火物昇温時に使用される。試料（ごみ）を供

給して試験を開始する段階になると試料（ごみ）の燃焼熱のみで十分昇温可能であるために、バーナは

消火される。 
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3-3．実証試験機の試運転・運転条件検討 

 

3-3-1．試運転実施項目 

実証試験炉の建設後に、各単体機器の運転調整を実施した。単体調整した機器のリストを表３－２に

示す。 

 

 表３－２ 機器単体試運転リスト 

機器 試運転内容 

工水ライン 工水タンク水張り 

レベル計動作確認 

工水ポンプ動作確認 

ラインチェック 

圧縮空気ライン 空気圧縮機運転調整 

ラインチェック 

レギュレータ調整 

空気駆動ダンパ作動確認 

油圧ライン 注油・エア抜き 

ラインチェック 

作動確認 

バケットエレベータ モータ運転・作動確認 

テンション調整 

給じん装置 作動確認 

リミット確認 

スピード調整 

燃焼装置 作動確認 

リミット確認 

スピード調整 

送風機 手回しによる接触部なしの確認 

モータ運転・作動確認 

予熱器 作動確認 

ガスクーラ 水噴霧状態の確認 

熱交換器 ダスト付着装置作動確認 

有害ガス除去装置 薬剤切出量検量線作成 

バグフィルタ ろ布の破損確認 

ヒータ作動確認 

パルス確認・間隔調整 
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3-3-2．耐火物の乾燥焚き 

 機器の単体試運転が終了した段階で、耐火物の乾燥焚きを実施した。乾燥焚きは炉に備わっているバ

ーナの燃焼熱量を調整しながら、管理温度を所定の昇温曲線に合わせる方法で実施した。乾燥焚き時の

温度トレンドグラフを図３－７に示す。数回バーナの失火が発生したが、支障なく昇温できている。乾

燥焚き終了後、炉内の開放点検を実施し、耐火物の割れ等、異常がないことを確認した（図３－８参照）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－７．乾燥焚き時の温度トレンドグラフ 
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図３－８．乾燥焚き後炉内写真 
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3-3-3．試験試料 

 試験用試料としては RDF を加湿調整したものを使用した。これは RDF 単独であると通常の一般ごみと

比較して水分濃度が低く、低位発熱量が高いため、適正な評価が困難と考えたためである。水分濃度、

低位発熱量の調整は、RDF に水と吸水ポリマーを混合する方法と、それに加え野菜くずを混合する方法

の 2種類の方法により、実施した。試験に使用した RDF の組成分析値を表３－３に、概観写真を図３－

９に示す。加湿調整した試料の組成分析値を表３－４に、概観写真を図３－１０に示す。 

加湿調整することにより、水分濃度は 30から 60%程度に低位発熱量は 7から 14MJ/kg 程度と通常の一般

ごみと同等の組成に調整できているのが分かる。 

  

 表３－３ ＲＤＦ試料の分析値 

 調整前 

工業分析 水分 wet% 6.68 

灰分 wet% 9.71 

可燃分 wet% 83.61 

元素分析 炭素 dry% 49.28 

水素 dry% 6.74 

窒素 dry% 0.73 

酸素 dry% 31.41 

硫黄 dry% 0.11 

塩素 dry% 1.43 

発熱量 高位 kcal/kg 4,830 

低位 kcal/kg 4,450 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 図３－９．ＲＤＦ概観写真 
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表３－４ 加湿調整後の試料組成  

 
 

 

図３－１０．試料概観写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸水ポリマーによる調整後試料 野菜くずによる調整後試料
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3-3-4．運転条件検討 

3-3-4-1．給じん装置の運転調整 

 これまで述べてきた機器単体試運転、耐火物乾燥焚き終了後、前述の調湿 RDF を用いて、給じん装置

の運転調整を実施した。給じん装置の外形図を図３－１１に示す。 

  

 図３－１１．給じん装置外形図 

 

はじめにプッシャのストローク調整を実施した。 

 ＲＤＦを投入し、燃焼装置から空気を供給して燃焼させている状態で、プッシャの稼動範囲と稼動速

度を適正化した。適正化に当っては、所定の処理量を供給できることはもちろんのこと、炉内圧力を監

視しながら、給じん装置の運転による圧力変動を抑制可能な運転調整を実施した。 

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

250

プッシャー
稼動範囲
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3-3-4-2．燃焼装置の運転調整 

 給じん装置により、所定の供給量を確保できる条件を確定後、燃焼装置の火格子の運転調整を実施し

た。燃焼装置の外形図を図３－１２に示す。 

  

 図３－１２．燃焼装置外形図 

 

 燃焼装置の運転調整は、図３－１２に示す可動範囲の往復時間を調整することで実施した。炉内の火

炎状況を確認しながら、火格子上に供給された RDF が適正な位置で燃え切り完了するように速度を調整

した。 

 

3-3-4-3．試料の供給量調整 

 試料の供給量はホッパにレベル計を 3段設置し、格段の ON-OFF 時間により調整し、定格の 125kg/h

を達成できる条件を把握した。 

 

3-3-5．炉内燃焼状況 

 定格処理を実施しながら、炉上部に備え付けた吹込みノズルより空気と排ガスの混合気を供給してい

るときの炉内写真を、従来の炉上部からの吹込みがない焼却炉の燃焼状況と比較して、図３－１３に示

す。写真は試料の燃焼装置出口側から撮影したものである。 

 

 

 

 

可動火格子可動範囲
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図３－１３．炉内燃焼状況 

 

 炉上部より空気と排ガスの混合気を供給することで、火炎が上部に吹き抜けることなく、RDF の直上

に定在している状況が確認できた。 
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空気 空気
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3-4．実証試験水準 

 

3-4-1．ごみ質 

 廃棄物焼却においてはごみ質により燃焼状態に変化が起こるため、一般廃棄物の標準的な発熱量にあ

わせるように、ごみ質の水準を組立てた。 

 具体的なごみ質の水準を表３－５に示す。 

 

表３－５ ごみ質水準 

名称 発熱量（ＭＪ／ｋｇ） 

高質ごみ １３．８ 

基準ごみ １０．５ 

低質ごみ ７．１ 

 

3-4-2．炉容積 

 本システムの特徴である炉体コンパクト化の評価を実施するために、現行の当社設計基準に対して、

炉容積を 30％削減させた炉内容積において試験を実施した。 

 本実証試験炉は炉の天井高さを変更可能な形状となっており、この高さを変更させて炉容積を調整し

た。実証試験炉の炉体断面図を図３－１４に示す。 

 

 

図３－１４．実証試験炉炉体断面図 

炉 内

試料

灰
火格子

排ガス

空気

高温空気，
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給塵装置

炉頂吹込みノズル

炉幅×炉長 0.6 m× 2 m

炉頂吹込み
ノズル

5段×2列
(10本)
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3-5．実証試験結果 

3-5-1．基準ごみの試験結果 

 試料の低位発熱量を 10.5MJ/kg に調整して試験を実施した。 

 

3-5-1-1．炉内温度 

 炉内温度各部の測定点を図３－１５ に、4時間の経時変化を図３－１６に示す。 

 

 

 

図３－１５．温度測定点 
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図３－１６．基準ごみ試験時の炉内温度経時変化（１） 
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図３－１６．基準ごみ試験時の炉内温度経時変化（２） 
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図３－１６．基準ごみ試験時の炉内温度経時変化（３） 
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図３－１６．基準ごみ試験時の炉内温度経時変化（４） 
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図３－１６．基準ごみ試験時の炉内温度経時変化（５） 

 

 

 炉内温度の測定点は 800℃から 1000℃程度で制御されており、各測定点においても急激な温度変化も

起こらず、安定した燃焼状態を継続していることが示された。 

 T-027 に関してはデータ採取後熱電対が破損しており、十分な感度の測定できていなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

600

800

1000

1200

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

T-025[℃]

600

800

1000

1200

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

T-026[℃]

600

800

1000

1200

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

T-027[℃]

600

800

1000

1200

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

T-028[℃]



 

 

33 

 

3-5-1-2．ガス組成による評価 

 燃焼状況を評価するために、二次燃焼室出口および、煙突排ガス部において、ガス組成の連続測定を

実施している。 

 二次燃焼室出口の酸素濃度、NOx 濃度、排ガスの CO濃度の 4時間の経時変化を図３－１７に、この間

の平均値を表３－６に示す。 

 

 
図３－１７．基準ごみ試験時のガス組成経時変化 

 

表３－６ 基準ごみ試験時のガス組成平均値 

 

 

 酸素濃度は概ね 4から 6％程度に制御されており、平均値では 4.8％%と空気比に換算すると 1.3 の運

転を継続している。 
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CO スパイクの発生もない状態で、NOx 濃度は 20 から 40ppm（酸素濃度 12％換算）程度に制御されてお

り、平均値では 30ppm（酸素濃度 12％換算）と非常に低い値が得られている。これはシステムの特徴で

ある、炉天井からの高温空気、排ガス再循環ガスの吹込みの効果と考えられる。 

 

3-5-1-3．主灰熱灼減量 

 主灰の完全燃焼性を評価するために、熱灼減量の測定を行った。その結果、0.1％未満と非常に低い値

が得られ、ガスの燃焼とともに、火格子上の固体の燃焼に関しても安定した燃焼が達成できていること

が確認できた。 

 

3-5-2．高質ごみの試験結果 

3-5-2-1．炉内温度 

炉内温度各部の 4時間の経時変化を図３－１８に示す。 
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図３－１８．高質ごみ試験時の炉内温度経時変化（１） 
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図３－１８．高質ごみ試験時の炉内温度経時変化（２） 
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図３－１８．高質ごみ試験時の炉内温度経時変化（３） 
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図３－１８．高質ごみ試験時の炉内温度経時変化（４） 
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図３－１８．高質ごみ試験時の炉内温度経時変化（５） 

  

炉内温度の測定点は 900℃から 1150℃程度で制御されており、各測定点においても急激な温度変化も

起こらず、安定した燃焼状態を継続していることが示された。 

基準ごみの場合と比較しごみの低位発熱量が上がっていることに起因して、概ね 100 から 150℃程度

の温度上昇が見られた。 
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3-5-2-2．ガス組成による評価 

 燃焼状況を評価するために、二次燃焼室出口および、煙突排ガス部において、ガス組成の連続測定を

実施している。 

 二次燃焼室出口の酸素濃度、NOx 濃度、排ガスの CO濃度の 4時間の経時変化を図３－１９に、この間

の平均値を表３－７に示す。 

 

 
図３－１９．高質ごみ試験時のガス組成経時変化 

 

表３－７ 高質ごみ試験時のガス組成平均値 

 

 

酸素濃度は概ね 4から 6％程度に制御されており、平均値では 4.5％と空気比に換算すると 1.3 以下の

運転を継続している。 

CO スパイクの発生はほとんどない状態で、NOx 濃度は 40ppm（酸素濃度 12％換算）程度に制御されてお

り、平均値でも 42ppm（酸素濃度 12％換算）と非常に低い値が得られている。 
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基準ごみ試験時と同様に、これはシステムの特徴である、炉天井からの高温空気、排ガス再循環ガス

の吹込みの効果と考えられる 

 

3-5-2-3．主灰熱灼減量 

 主灰の完全燃焼性を評価するために、熱灼減量の測定を行った。その結果、0.1％未満と非常に低い値

が得られ、ガスの燃焼とともに、火格子上の固体の燃焼に関しても安定した燃焼が達成できていること

が確認できた。 

 

3-5-3・低質ごみの試験結果 

3-5-2-1．炉内温度 

炉内温度各部の 4時間の経時変化を図３－２０に示す。 
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図３－２０．低質ごみ試験時の炉内温度経時変化（１） 
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図３－２０．低質ごみ試験時の炉内温度経時変化（２） 
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図３－２０．低質ごみ試験時の炉内温度経時変化（３） 
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図３－２０．低質ごみ試験時の炉内温度経時変化（４） 
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図３－２０．低質ごみ試験時の炉内温度経時変化（５） 

 

 炉内温度の測定点は 700℃から 900℃程度で制御されており、各測定点においても急激な温度変化も

起こらず、安定した燃焼状態を継続していることが示された。 

基準ごみの場合と比較しごみの低位発熱量が下がっていることに起因して、概ね 100 から 150℃程度

の温度低下が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

600

800

1000

1200

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

T-025[℃]

600

800

1000

1200

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

T-026[℃]

600

800

1000

1200

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

T-027[℃]

600

800

1000

1200

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

T-028[℃]



 

 

47 

 

3-5-3-2．ガス組成による評価 

 燃焼状況を評価するために、二次燃焼室出口および、煙突排ガス部において、ガス組成の連続測定を

実施している。 

 二次燃焼室出口の酸素濃度、NOx 濃度、排ガスの CO濃度の 4時間の経時変化を図３－２１に、この間

の平均値を表３－８に示す。 

 

 
図３－２１．低質ごみ試験時のガス組成経時変化 

 

表３－８ 低質ごみ試験時のガス組成平均値 

 

 

酸素濃度は概ね 6から 8％程度に制御されており、平均値では 6.3％と空気比に換算すると 1.4 程度の

運転を継続している。 

CO スパイクの発生はない状態で、NOx 濃度は 20ppm（酸素濃度 12％%換算）程度に制御されており、平

均値でも 22ppm（酸素濃度 12％換算）と非常に低い値が得られている。 
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基準ごみ、高質ごみ試験と同様に、これはシステムの特徴である、炉天井からの高温空気、排ガス再

循環ガスの吹込みの効果と考えられる 

 

3-5-3-3．主灰熱灼減量 

 主灰の完全燃焼性を評価するために、熱灼減量の測定を行った。その結果、0.2％と非常に低い値が得

られ、ガスの燃焼とともに、火格子上の固体の燃焼に関しても安定した燃焼が達成できていることが確

認できた。 

 

3-5-4．主灰、飛灰の評価 

 さらに、主灰、飛灰の性状について DXN 類の測定を実施した。測定結果を表３－９に、詳細を資料編

に示す。 

 いずれも現行の基準と比較しても十分に削減できていることが分かる。 

 

表３－９ 主灰・飛灰のＤＸＮ類測定結果 

主灰 ０．０００００５１ｎｇ－ＴＥＱ／ｇ 

飛灰 ０．３７ｎｇ－ＴＥＱ／ｇ 
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3-6．実証試験まとめ 

 以上、実証試験により得られた結果を以下にまとめる。実証試験により、従来炉よりも炉容積を 30％

削減させた状態で広範囲のごみ質に対して低 NOx を達成可能であることが分かった。このときの主灰熱

灼減量も十分に 1％未満を満足している。各条件のガス組成平均値をまとめて表３－１０、主灰熱灼減量

を表３－１１に示す。 

 

表３－１０ 排ガス組成平均値まとめ 

 
 

表３－１１ 主灰熱灼減量まとめ 

 
 

 いずれの水準においても COの残留を抑制した状態で、NOx 濃度を大幅に低減可能であることが分かっ

た。 

空気比に関しては低質ごみである 7.1MJ/kg の試料を燃焼する場合は、一次空気をある程度増加する必

要があり、1.4 程度の実績となった。10.5MJ/kg から 13.8MJ/kg の試料においては 1.3 程度まで削減可能

である。 

空気比 1.2 までの低減に関しては、図３－２２に示す、高質ごみ試験時の排ガス組成経時変化を元に

説明する。 

 

基準ごみ
（１０．５ＭＪ／ｋｇ）

高質ごみ
（１３．８ＭＪ／ｋｇ）

低質ごみ
（７．１ＭＪ／ｋｇ）

O2 ％ ４．8 ４．５ ６．３

CO ppm-12%O2 １．１ ０．１ ０．０

NOx ppm-12%O2 ２９．５ ４２．８ ２１．６

基準ごみ
（１０．５ＭＪ／ｋｇ）

高質ごみ
（１３．８ＭＪ／ｋｇ）

低質ごみ
（７．１ＭＪ／ｋｇ）

熱灼減量（％） ０．１ ０．１ ０．２
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図３－２２．高質ごみ試験時の排ガス組成経時変化 

 

 空気比 1.2 ということは酸素濃度としては 3.5％である。図３－２２の酸素濃度の経時変化のグラフに

3.5％のラインを赤で示した。なお、本データ中でも酸素濃度が 3.5％以下になっている時間帯を赤の波

線で囲った。この場合にも NOx に関しては、酸素濃度分圧の減少により若干低下傾向が見られるものの、

増加傾向は見られない。したがって空気比を更に削減していっても NOx に関しては減少傾向になるもの

と考えられる。 

CO に関しては、スパイクが一回発生した（図３－２２赤実線枠内）。このときの酸素濃度は 2％程度ま

で低下したことから酸素濃度が下がりすぎると COが残留する可能性がある。すなわち酸素濃度を 2％以

上に保つことができれば、COの残留も増加しない。 

本実証試験装置と実機設計の違いを表３－１２に示す。 

 

表３－１２ 実証試験装置と実機の違い 
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レーザー式
（応答速度：瞬時）

給じん影響 大 小
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本実証試験装置の制御系については、特段の燃焼制御装置が備わっていない。また、ガス分析に関し

てはガス吸引式の分析計を導入しているため、測定の遅れが 3分程度有る。したがって、ガス組成、燃

焼状況等を確認しながら、火格子、給じん装置、各部の送風量等を調整するのは困難である。また、実

機に比べ規模が小さいこともあり、給じん装置の変動がガス組成等に及ぼす影響が相対的に大きくなっ

ている。これらのことから、酸素濃度の変動幅等が大きくなっている。 

 実機においては給じん装置の影響が大幅に小さくなる。また、ボイラ出口においてレーザー式のガス

分析を導入し、ガス組成の変動を瞬時に把握することができる。また自動燃焼制御によりガス組成の変

動に合わせて各種送風量等を自動調整可能である。 

 したがって、平均酸素濃度を 3.5％にして 2％以上に保つことは十分に可能であり、空気比 1.2 の操業

も可能である。 

 

 

４．開発した技術がもたらす効果 

 

 本事業により新燃焼方式を採用したストーカ炉の実証ができれば、高性能かつ低コストのストーカ炉

を導入可能であり、廃棄物発電の大幅な普及が期待できる。 

 また施設全体に及ぼす効果として、空気比 1.2 以下の低空気比安定燃焼達成による NOx 排出濃度の低

減に伴い、従来使用している触媒脱硝塔を使用せずに無触媒脱硝のみで NOx 排出基準値以下に抑制でき

る。触媒脱硝に使用する排ガス加熱用蒸気を発電に使用することで、脱硝プロセスに関わる低コスト化

とともに、発電量の 10％向上が期待できる。更に炉容積の削減に伴い、建屋の高さも低減可能で、低コ

スト化に加え景観向上にも有効である。 

 また、本事業により開発するストーカ炉は、炉上方から燃焼用空気を供給する新燃焼方式の採用によ

り、700 トン／日・炉規模の大型炉まで容易にスケールアップ可能である。 

 したがって、海外における大規模処理にも対応可能であり、国内のみならず海外においても国内発信

の高性能かつ低コストなストーカ炉として、普及が期待できる。 

 

 

５．まとめ 

 

従来のストーカ炉は空気比 1.6 程度での運転が標準的であったが、近年では空気比低減により排ガス

持出し顕熱を削減し、高効率発電を指向した炉が稼動を開始している。当社においても、空気比 1.3 に

おける低空気比燃焼を達成している。ただし、従来炉と同様の炉容積が必要で、これが低コスト化の阻

害要因となっている。 

新燃焼方式の採用による低空気比安定燃焼メカニズムについて説明する。火格子から供給する燃焼用

空気により廃棄物が燃焼する領域に、ストーカ炉上面に設けたノズルより燃焼用空気を供給することで、

上下のガス流れの衝突領域に、平面火炎を定在化させる。既存のストーカ炉では、廃棄物の性状等によ

り炉内の燃焼状況が時々刻々変化するが、所定量の燃焼用空気を上方から供給することで、炉水平方向

全面に渡る燃焼の均一化が達成され、低空気比安定燃焼が可能となる。また、燃焼用空気を上方より供

給し、燃焼安定化を達成することで炉容積の削減が可能となる。 
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 上記コンセプトの実証試験機を設計・製作した。実証試験を実施し、従来炉に比較して炉容積を 30％

削減させた炉形状において、排ガス性状、主灰・飛灰の性状も十分に良好な結果が得られた。 

 

参考文献 

1)傳田ら，日本機会学会論文集（B 偏）79 巻 801 号，pp772-776（2013） 
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６．事業概要図 

 

本事業により開発したストーカ炉は、性能向上とともに炉容積削減が可能である。したがって、事業

化を実施する場合には、発電効率向上による売電収入の増加と設備費低減が見込めるため、高性能かつ

低コストなストーカ炉として、普及が期待できる。 

 さらに図６に示すように、大型化が容易な炉構造を採用することで、国内のみならず海外の大規模処

理にも対応可能であり、国内発信の技術を海外展開するのに適している。 

 

 

図６．大型化のイメージ 

 

７．学会発表 

(1) 中山ら，第２４回廃棄物資源循環学会研究発表会講演論文集，ｐｐ４１１－４１２（２０１３） 

(2) 中山ら，第３５回全国都市清掃会議研究・事例発表会講演論文集，ｐｐ１７９－１８１ 

（２０１３） 
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８．英文概要 

 ・研究課題名 

Development of a high-performance and low-cost stoker type incinerator  

using new combustion technology 

 

・研究代表者及び所属 

ＪＦＥ Engineering Corporation 

Takashi Nakayama 

Senior Researcher 

Research Center of Engineering Innovation 

  

・要旨 

 Global demand for formation of sustainable society has been becoming stronger．In this situation 

a role of waste incineration facilities have diversified from reduction of the environmental 

pollution to gain in the efficiency of power generation． 

We developed a high-performance and low-cost stoker type incinerator using new combustion 

technology. We carried out verification test，and substantiate a performance of this incinerator. 

As a result，NOx，CO concentration of exhaust gas was reduced，and stable combustion was confirmed.  

Feature of this type of incinerator is simple  structure and is very easy to scale up．So this 

type of incinerator expected to overseas expansion． 

We mentioned a high efficiency waste to energy plant. The strongest point of the plant is high 

temperature air combustion technology that can realize the stable combustion with low excess air, 

which is originally developed by JFE Engineering Corporation to meet the social requirements. 

 

・キーワード 

Waste incineration, Waste to energy plant, High temperature air combustion,  

Low excess air combustion, Low NOx emission 
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